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This paper examines the changes in the types of questions used in teacher 
employment examinations for public elementary school teachers, along with the 
revisions in the Course of Study announced in 2008. The data was based on questions 
from forty-six prefectures, including designated cities, from 2010 through 2017. The 
authors categorized the questions into six types; listening comprehension, grammar, 
conversational dialog, reading, the Course of Study, and teaching methods. 
The results indicate that teacher employment examinations have selected the six 
types of questions equally, and that in particular the questions on both conversational 
dialogs and the Course of Study have come to account for a larger percentage with an 
emphasis on children’s communicative abilities in foreign languages activities. 
We think that the change in question types reflects the changes in the new Course 


































実態に応じて，外国語会話等を実施してもよいと示した。その学習指導要領の『第 1 章 






次に，文部科学省は中央教育審議会の答申を踏まえて，2008（平成 20）年 3 月に改
定した小学校学習指導要領を告示し，2011（平成 23）年度から全国の小学校第 5 学年
と第 6 学年で外国語活動を導入した。外国語活動は，教育課程上，1 単位時間あたり 45
分とする年間 35 授業時間数とした。『小学校学習指導要領（平成 20 年 3 月告示） 外国
語活動編』の「第 2 章目標及び内容 第 1 節外国語活動」では，「外国語を通じて，言語
や文化について体験的に理解を深め，積極的にコミュニケーションを図ろうとする態
度の育成を図り，外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しませながら，コミュニケー
ション能力の素地を養う」（文部科学省 , 2008）こととなっている。即ち，小学校第 5 学
年及び第 6 学年に外国語活動が教育課程上で明確にされた。  







教育への変革である。具体的に，小学校中学年（第 3 学年・第 4 学年）では，外国語活
動とし，1 単位時間を 45 分とする年間 35 授業時数を配当される。高学年（第 5 学年・
第 6 学年）では，外国語活動から外国語（英語）を教科として位置づけて，1 単位時間








2.2 小学校教員採用試験に関する論考  
文部科学省は，全国の政令指定都市も含む都道府県教育委員会が実施した公立学校
小学校教員採用試験の実施方法に関する調査結果を公表している。『内外教育』（2003, 
2016, 2017, 2018）による調査結果の論考を以下に示す。  
文部科学省による，2003 年度「教員採用等の改善に係る取り組み事例」によれば，
「23 県市 1)が実用英語技能検定（英検），TOEFL など外部の英語学力検定試験の結果
によって採用試験の一部を免除」（伊豆倉 , 2003, p. 9）と述べている。次に，全国の政
令指定都市も含む都道府県教育委員会が 2015 年度に実施した，2016 年度公立学校小
学校教員採用試験実施方法に関する調査結果によれば，「小学校については，外国語活




も，1 県市増の 6 県市が実施していた」（田巻 , 2016, p. 8）と論述している。また，2016
年度に実施した，2017 年度公立学校小学校教員採用試験実施方法に関する調査結果に
よれば，「小学校教員については，前年度より 1 県市多い 53 県市の教委が外国語活動
に関する筆記試験を実施。実技試験も 1 県市増の 24 県市が導入していた。他の学校種
を含めて，英語の資格を持つ人に対する加点制度を設けた教委の数は，前年度から 14
県市増え，30 県市となった。また，英語有資格者を対象に試験の一部免除を行った教
委の数も，前年度の 19 県市から 20 県市に増加。次期学習指導要領に盛り込まれる小
学校高学年での英語教科化などを見据え，小学校を中心に採用試験で英語力を重視す
る傾向が続いている」（田巻 , 2017, p. 6）と論述している。更に，2018 年度公立学校小
学校教員採用試験実施方法に関する調査結果によれば，「小学校教員採用において，英
語検定資格試験で一定以上の成績を収めている者などに対して，一部試験免除や加点
などの措置を取っている教育委員会が前年度より 10 教委増の 44 教委に上っているこ
とが分かった。次期学習指導要領では小学校高学年で英語が教科化されるほか，外国
語活動が 3，4 年生に前倒しされることもあり，英語で高い能力がある小学校教員の採





















4.1 問題の出典  
利用した問題集は，『小学校教員採用試験「過去問」シリーズ』（協同教育研究会 , 2016, 
2017）2）である。ただし，小学校外国語（英語）に関連する問題を取り扱う。  
 




























4.3 処理方法  





5.1 結果  
表 1 は政令指定都市も含む都道府県で出題された問題を６つの項目で分類して，年
度別（2010 年度から 2017 年度まで）の問題項目を χ2 検定で分析した結果である。図 2





















2010 数(%) 2(13.3) 2(13.3) 1(6.7) 4(26.7) 4(26.7) 2(13.3) 15(100) 
 残差  .4 .1 -1.5 1.1 .0 .1  
2011 数(%) 2(8.0) 3(12.0) 4(16.0) 4(16.0) 8(32.0) 4(16.0) 25(100) 
 残差  -.4 .0 -.8 -.1 .7 .6  
2012 数(%) 3(10.0) 3(10.0) 8(26.7) 4(13.3) 8(26.7) 4(13.3) 30(100) 
 残差  .1 -.4 .6 -.5 .1 .2  
2013 数(%) 4(13.6) 4(10.3) 9(23.1) 5(12.8) 12(30.8) 5(12.8) 39(100) 
 残差  .7 -1.2 .9 -1.0 .2 .1  
2014 数(%) 6(12.3) 3(6.8) 12(27.3) 5(11.4) 12(27.3) 6(13.6) 44(100) 
 残差  .4 .1 -1.5 1.1 .0 .3  
2015 数(%) 6(11.8) 5(9.8) 11(21.6) 10(19.6) 14(27.5) 5(9.8) 51(100) 
 残差  .3 -.5 -.1 .6 .2 -.6  
2016 数(%) 7(9.6) 10(13.7) 18(24.7) 12(16.4) 18(24.7) 8(11.0) 73(100) 
 残差  -.3 .5 .6 .0 -.3 -.4  
2017 数(%) 7(9.0) 13(16.7) 16(20.5) 15(19.2) 17(21.8) 10(12.8) 78(100) 
 残差  -.5 1.4 -.4 .7 -1.0 .1  
合計  数(%) 37(10.4) 43(12.1) 79(22.3) 59(16.6) 93(26.2) 44(12.4) 355(100) 





表 1 と図 2 から図 9 によると，年度別に 6 つの項目（リスニング，英文法，英語対
話文，英文解釈，学習指導要領，英語指導法）を χ2 検定で分析した。その結果には有
意な差はない。年度別に関しては，6 つの項目が同等に出題されたといえる（χ2(35) = 
11.995, p = 1.00）。図 2 から図 9 を概観すると，ほぼ同じ割合で構成されているだろう。  
  表 2 は，2010 年度から 2017 年度向けに出題された問題項目ごとに集計した数値で
ある。どの項目の問題が出題されているかを検証したいためである。即ち，それぞれの
問題の数値ごとに，出現した問題形式の数を示したものである。χ2 検定で分析した結






数値  リスニング  英文法  英語対話文  英文解釈  学習指導要領  英語指導法  合計  
数(%) 37(10.4) 43(12.1) 79(22.3) 59(26.7) 93(26.2) 44(12.4) 355(100) 
残差  -22.2 -16.1 19.8 -.2 33.8 -15.2  
 χ2(5) = 42.606, p = .000, r = 2.261 
 
次に，一つの事例として 2009（平成 21）年度向けにおける問題項目別の割合を概観

















                                             










2009 年度向けにおける問題項目別の数  
年度  項目  数値：数（％）  
 リスニング  1 (20.0) 
2019 英文法  1 (20.0) 
 英文解釈  2 (40.0) 
 学習指導要領  1 (20.0) 




5.2 結果による考察  



































6.1 結論  
 2010 年度から 2017 年度に向けた小学校教員採用試験における外国語（英語）の問題














6.2 今後の課題  

































さいたま市，千葉県・千葉市，東京都，神奈川県，横浜市，川崎市，相模原市，     
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京都市，奈良県，大和高田市，和歌山県，鳥取県，島根県，岡山県，岡山市，山口県，
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 図 4 2012 年度出題項目別割合     図 5 2013 年度出題項目別割合  
 
    
 図 6 2014 年度出題項目別割合     図 7 2015 年度出題項目別割合  
 
   
 図 8 2016 年度出題項目別割合     図 9 2017 年度出題項目別割合  
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